
様式第１号(第６条第１号関係) 

 

計画概要書 

１ 計画概要 

名称   

代表者名 （役職名）        （氏名） 

本社所在地 〒 

 
本事業実施場所 

所在地 

〒 

  

資本金   万円 従業員数  

設立年月日  
業種 

（日本標準産業分類 

・中分類 

 

連絡担当者 

職名          氏名 

TEL           FAX 

e-Mail 

業務内容  

その他補助金の活用の

有無 

□ 有（有の場合：活用する補助金名を明記） 

□ 無 

ＤＸ（環境整備・人材

育成）計画の目的・目

標 

デジタル機器やソフトウェアの導入による業務環境の整

備と、それらを使いこなすための人材育成を並行して実施

する。これにより、事務作業や受注管理のデジタル化を推

進し、社内全体の生産性向上を図る体制を構築する。 

また、将来的にはデジタル化によって蓄積された顧客デ

ータ等を活用し、精度の高いニーズ分析や効果的な販促戦

略の立案・実行が行える組織への転換を目指す。 

現状の課題 

・（自社の事業概要を記載するとともに、現在抱えている

課題を解決するためには、ＤＸ人材の育成および機器の

導入による業務のＤＸ化が必要であるということが分か

るように、具体的に記載してください。） 

計画概要書に記載された内容をもって審査しますので、可能な限り具

体的に記載してください。（専門用語がある場合は、補足説明を設ける

など、工夫しながら記載してください） 

※ページ量が増えても構いません。 

記載イメージ 



主な購入機器・ソフト

ウェア・使用するツー

ル等の内容 

（購入機器と購入先を

記載） 

・購入する機器やソフトウェア、使用するクラウドサービス等

内容を記載ください。 

①企業名 

②購入する内容 

③見積金額（税抜き） 

④機器の特徴が分かる資料、パンフレットも添付ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＤＸ（環境整備・人材育

成）計画の全体像（長期

計画）・長期的な計画に

ついて具体的に明記 

１年目（申請年度） 

・（現状と課題）で記載した内容を踏まえて、３年かけて

取り組む内容を具体的に記載してください。 

・（補助対象事業）に記載する内容との関係がわかるよう

に記載してください。 

 

（例）社内の業務情報を一括管理できる「○○（業務管理 

ソフト等）」を導入し、デジタル化の基盤を作る。 

まずは選抜したＤＸ推進担当者２名が、外部専門家による 

研修を受けながら、システムの基本操作やデータ入力のルー

ルを習得し、社内のペーパーレス化をスタートさせる。 

２年目 

 

（例）１年目に導入した「○○（業務管理ソフト等）」の活

用範囲を全社に広げる。１年目のＤＸ推進担当者に２名を加

えた計４名が、応用操作や業務自動化の研修を受け、見積か

ら請求までの事務作業をシステム上で完結させ、入力ミスや

二重手間を大幅に削減する。 

３年目以降 

（例）１年目に導入した「○○（業務管理ソフト等）」に蓄

積された販売・顧客データを集計・分析する。主要スタッフ

全員（６名）がデータを読み解く研修を受け、客観的な数字

に基づいた「売れ筋商品の予測」や「効率的な営業ルート」

を自分たちで提案できる体制を確立する。 

ＤＸ推進担当者の 

設置人数 

１年目（申請年度） 

２名 

３年後 

６名 

 

目標・期待される効果 

（改善される項目や数

値を記載） 

・（実際の業務単位で改善が見込まれるものについて記載 

してください） 

記載イメージ 



補助対象事業 

【人材育成（研修受講の場合）】 

①研修名 

②実施主体 

③開催場所 

④研修目的・内容 

⑤研修スケジュール 

⑥受講者（氏名、年齢、所属部署役職） 

 

【環境整備（機器導入の場合）】 

①機器名 

②購入先（企業名・店舗名など） 

③導入目的（生産性向上・ペーパーレス化による業務効率

化ＵＰなど） 

④導入するシステム等の全体構成図 

 

 

２ 経費の内訳                         （単位：円） 

経費区分 項目 単価 数量 

補助事業に 

要する経費 

（消費税等を除

く） 

交付申請額 

（千円未満切

捨） 

（1/2） 

環境整備 

     

 

 

 

    

    

小 計  

人材育成 

     

 

 

 

    

    

小 計  

補助対象

外経費 

     

    

    

小 計  

合計   

※「項目」には機器名、研修名、事業名等を記載すること 

※人材育成に係る補助金の合計額は、補助金合計額の 1/4 以上とする 

記載イメージ 


